
 

 

千葉市地域生活支援給付事業実施要綱に基づく登録地域生活支援給付サービスに 

要する費用の額の算定に関する基準 

 

 千葉市地域生活支援給付実施要綱（以下「実施要綱」という。）第１８条第３項に規定す

る登録地域生活支援給付サービスに要する費用の額は、第１に規定する「サービス種類ご

との単位数」に第２に規定する「１単位あたりの単価」を乗じて得た額とする。 

 

第１ サービス種類ごとの単位数 

 

１ 移動支援 

   次に定める単位数とする。 

利用時間 身体介護有り 身体介護無し 

～３０分 ２８０単位 １１６単位 

～６０分 ４４１単位 ２１５単位 

～９０分 ６４０単位 ３００単位 

～１２０分 ７３０単位 ３７７単位 

～１５０分 ８２２単位 以後３０分ごとに＋７６単位 

～１８０分 ９１３単位 

～２１０分 １,００４単位 

 以後３０分ごとに＋９１単位 

（１）夜間（午後６時から午後１０時までの時間）又は早朝（午前６時から午前８時ま

での時間）に支援を行った場合は、１回につき所定単位数の２５％を加算する（小

数点以下四捨五入）。 

（２）深夜（午後１０時から午前６時までの間）に支援を行った場合は、１回につき所

定単位数の５０％を加算する（小数点以下四捨五入）。 

（３）原則として１日に移動支援を複数回算定する場合にあっては、概ね２時間以上の

間隔を空けなければならないものとする。なお、障害者の日常生活及び社会生活を

総合的に支援するための法律第５条第２項に規定する居宅介護等の別のサービス類

型を使う場合にはこの限りではない。 

（４）移動支援の利用の間隔が２時間未満の場合は、前後の移動支援を１回として算定

する。なお、身体の状況等により、やむを得ず短時間の間隔で短時間のサービス提

供を行わなければならない場合や、別の事業者の提供する移動支援との間隔が２時

間未満の場合はこの限りではない。 

（５）原則として社会生活上必要不可欠な外出及び余暇活動のための外出について算定



 

 

することとし、以下に掲げる外出を除く。 

  ア 通勤、営業活動等経済活動に係る外出 

  イ 通年かつ長期にわたる外出（原則として１週間に一度程度、同一の目的のため

に、３カ月以上の期間にわたり定期的に行う外出） 

    ただし、当該利用に係る時間数について、標準支給量の範囲内は通年かつ長期

にわたる外出に該当しない。 

  ウ 社会通念上適当でない外出 

  エ 外出先の機関等が当該移動の保障を行うべき外出 

  オ 利用者又は外出先の機関に対し公費等で移動の保障に係る手当てが行われてい

る、又は行われるべき外出 

（６）緊急時対応加算 

  身体介護有りの単位数が算定される場合において、利用者又はその家族等からの

要請に基づき、登録移動支援事業所のサービス提供責任者が移動支援計画の変更を

行い、当該登録移動支援事業所の従業者が当該利用者の移動支援計画において計画

的に行うこととなっていない登録移動支援を緊急に行った場合は、利用者１人に対

し、１月につき２回を限度として、１回につき１０９単位を加算する。 

（７）初回加算 

  登録移動支援事業所において、新規に移動支援計画を作成した利用者に対して、

サービス提供責任者が初回若しくは初回の登録移動支援を行った日の属する月に登

録移動支援を行った場合又は当該登録移動支援事業所のその他の従業者が初回若し

くは初回の登録移動支援を行った日の属する月に登録移動支援を行った際にサービ

ス提供責任者が同行した場合は、１月につき２１８単位を加算する。 

（８）喀痰吸引等支援体制加算 

身体介護有りの単位数が算定される場合、登録移動支援事業所において、喀痰吸引

等（算定基準別表第１の４注に規定する喀痰吸引等をいう。以下同じ。）が必要な者

に対して、登録特定行為事業者（算定基準別表第１の４注に規定する登録特定行為事

業者をいう。以下同じ。）の認定特定行為業務従事者（算定基準別表第１の４注に規

定する認定特定行為業務従事者をいう。以下同じ。）が、喀痰吸引等を行った場合は、

１日につき１０９単位を加算する。 

 

 ２ 訪問入浴サービス 

（１）原則として、日曜日を初日とし土曜日を最終日とする７日間（以下「週」という。）

に２回を限度として、第２号に掲げる所定単位数を算定する。「週」に３回以上サー

ビスを利用した場合にあっては、当該３回目のサービス利用日（以下「３回目利用

日」という。）を含み当該日の属する月の末日まで所定単位数を算定しない。ただし、

当該期間にあっても、次のア及びイに定める場合にあっては、なおそれぞれに定め

る数を限度とする回数について所定単位数を算定できることとする。 



 

 

ア ３回目利用日の属する「週」の初日の属する月の前月の初日の属する「週」（た

だし、当該前月の初日が日曜日以外であった場合は当該日の属する「週」の次の

「週」）から３回目利用日の属する「週」の直前の「週」までの「週」（以下「繰

り越し算定対象「週」」という。）においてサービス利用のない「週」があった場

合、当該「週」の数（当該繰り越し算定対象「週」のいずれかの「週」において、

本号イの規定による回数の算定が行われた場合を除く。） 

イ ３回目利用日の属する月におけるサービス利用回数（本号アに掲げる数を除く。）

を８から控除した数 

（２）訪問入浴サービス費 

ア 利用者に対して、訪問入浴サービス事業所の看護職員１人及び介護職員２人が 

訪問入浴サービスを行った場合は、１回につき１，３８０単位とする。 

イ アの規定にかかわらず、途中でサービスを中止し、清拭、部分浴その他必要な対

応を行った場合は、１回につき１，２４２単位とする。この場合において、当該サ

ービスの提供に係る事業所が、当該支給決定障害者から当該中止したサービスに係

る費用を徴収した場合にあっては、算定しないものとする。 

ウ 利用者に対して、入浴により当該利用者の身体の状況等に支障を生ずるおそれが

ないと認められる場合に、その主治の医師の意見を確認した上で、訪問入浴サービ

ス事業所の介護職員３人が訪問入浴サービスを行った場合は、１回につき１，３１

２単位とする。 

    エ ウの規定にかかわらず、途中でサービスを中止し、清拭、部分浴その他必要な

対応を行った場合は、１回につき１，１８１単位とする。この場合において、当

該  サービスの提供に係る事業所が、当該支給決定障害者から当該中止したサ

ービスに係る費用を徴収した場合にあっては、算定しないものとする。 

   オ 訪問入浴サービス事業所の所在する建物と同一の敷地内若しくは隣接する敷地

内の建物若しくは訪問入浴サービス事業所と同一の建物（以下「同一敷地内建物

等」という。）に居住する利用者（訪問入浴サービス事業所における１月当たりの

利用者が同一敷地内建物等に５０人以上居住する建物に居住する利用者を除く。）

又は訪問入浴サービス事業所における１月当たりの利用者が同一の建物に２０人

以上居住する建物（同一敷地内建物等を除く。）に居住する利用者に対して、訪問

入浴サービスを行った場合は、１回につき１，２４２単位とし、訪問入浴サービ

ス事業所における１月当たりの利用者が同一敷地内建物等に５０人以上居住する

建物に居住する利用者に対して、指定訪問入浴サービスを行った場合は、１回に

つき１，１７３単位とする。 

（３）サービス提供体制強化加算 

ア サービス提供体制強化加算（Ⅰ） 

平成１２年厚生省告示第１９号の基準を満たすことについて千葉市長等へ 

届け出た指定訪問入浴事業所である訪問入浴サービス事業所が、利用者に対し 



 

 

訪問入浴サービスを行った場合は、１回につき４８単位を加算する。 

イ サービス提供体制強化加算（Ⅱ） 

     平成１２年厚生省告示第１９号の基準を満たすことについて千葉市長等へ  

届け出た指定訪問入浴事業所である訪問入浴サービス事業所が、利用者に対し 

訪問入浴サービスを行った場合は、１回につき４０単位を加算する。 

ウ サービス提供体制強化加算（Ⅲ） 

     平成１２年厚生省告示第１９号の基準を満たすことについて千葉市長等へ  

届け出た指定訪問入浴事業所である訪問入浴サービス事業所が、利用者に対し 

訪問入浴サービスを行った場合は、１回につき１４単位を加算する。 

（４）初回加算 

   登録訪問入浴サービス事業所において、新規利用者の居宅を訪問し、訪問入浴

サービスの利用に関する調整を行った上で、利用者に対して、初回のサービス提

供を行った場合は、１月につき２１８単位を加算する。 

 

 ３ 日中一時支援 

 （１）次に定める単位数とする。ただし、グループホームに入居する者については、原

則として週の月曜日から金曜日までの日であって、国民の祝日に関する法律（昭和

２３年法律第１７８号）に規定する休日でない日の日中の時間帯に限り算定できる

ものとし、その他の日においては、対象者の障害の特性等により市長が特に必要と

認めた場合のみ算定できるものとする。 

    利用時間が３０分から４時間までの間          ２１１単位 

    利用時間が４時間を超えて８時間までの間        ３８７単位 

    利用時間が８時間を超える場合             ５６２単位 

  （２）前号の規定にかかわらず、延長支援加算がない日中系サービスの営業時間帯の前

後に日中一時支援を利用した場合、延長支援加算がある日中系サービスの営業時間

帯の前後に日中一時支援を利用した場合又は遷延性意識障害者児若しくは重症心身

障害者児が医療機関を利用した場合は、それぞれ以下の単位数を算定する。 

    ア 延長支援加算がない日中系サービスの営業時間帯の前後に日中一時支援を利用

した場合 

     利用時間が３０分から１時間までの間           ６７単位 

     利用時間が１時間を超えて２時間までの間        １００単位 

     利用時間が２時間を超えて３時間までの間        １３２単位 

     利用時間が３時間を超えて４時間までの間        ２１１単位 

     利用時間が４時間を超えて８時間までの間        ３８７単位 

     利用時間が８時間を超える場合             ５６２単位 

イ 延長支援加算がある日中系サービスの営業時間帯の前後に日中一時支援を利用 

した場合 



 

 

     利用時間が３時間までの間        日中一時支援を算定しない。 

     利用時間が３時間を超えて４時間以下          ２１１単位 

     利用時間が４時間を超えて８時間までの間        ３８７単位 

     利用時間が８時間を超える場合             ５６２単位 

       ウ 遷延性意識障害者児が医療機関を利用した場合 

利用時間が３０分から４時間までの間          ５０１単位 

    利用時間が４時間を超えて８時間までの間        ９５９単位 

    利用時間が８時間を超える場合           １，４１６単位 

    エ 重症心身障害者児が医療機関を利用した場合 

利用時間が３０分から４時間までの間          ７０２単位 

    利用時間が４時間を超えて８時間までの間      １，３５７単位 

    利用時間が８時間を超える場合           ２，０１９単位 

（３）食事提供体制加算 

 低所得者等（算定基準別表第６の１０注に規定する低所得者等をいう。）に対して、

当該事業所に従事する調理員が食事を提供している事業所又は調理業務を第三者に

委託している事業所において、次のアからウまでのいずれにも適合する食事の提供

を行った場合に、算定基準別表第６の１０注において定める日までの間、１日につ

き３２単位を加算する。 

ア 当該事業所の従業者として、又は外部との連携により、管理栄養士又は栄養士

が食事の提供に係る献立を確認していること。 

イ 食事の提供を行った場合に利用者ごとの摂食量を記録していること。 

ウ 利用者ごとの体重又はＢＭＩ（次の算式により算出した値をいう。）をおおむね

６月に１回記録していること。 

ＢＭＩ＝体重（kg） / 身長（m）２ 

（４）送迎加算 

利用者に対して、その居宅等と当該事業所との間の送迎を行った場合に、片道につ

き３０単位を加算する。 

（５）喀痰吸引等支援体制加算 

登録日中一時支援事業所において、喀痰吸引等が必要な者に対して、登録特定行為

事業者の認定特定行為業務従事者が、喀痰吸引等を行った場合は、１日につき１０９

単位を加算する。ただし、遷延性意識障害者児又は重症心身障害者児が医療機関を利

用した場合は、算定しない。 

 

４ 利用者負担統合上限額管理加算 

登録地域生活支援給付サービス事業者が、千葉市登録地域生活支援給付サービス事

業の人員、設備及び運営に関する基準（以下「登録基準」という。）第１第３項第１３

号カ並びに第２第３項及び第３第３項第１７号において準用する登録基準第１第３項



 

 

第１３号カに規定する利用者負担額の管理を行った場合に、１月につき１６４単位を

加算する。 

   

第２ １単位あたりの単価 

  上記に規定する１単位あたりの単価は、１０円とする。 

 

附 則 

（適用日） 

  この基準は、平成１８年１０月１日から適用する。 

 

附 則 

（適用日） 

  この基準は、平成１９年４月１日から適用する。ただし、平成１９年３月３１日まで

の間に提供された登録地域生活支援給付サービスに要する費用の額の算定については、

なお従前の例による。 

 

附 則 

（適用日） 

  この基準は、平成２０年４月１日から適用する。ただし、平成２０年３月３１日まで

の間に提供された登録地域生活支援給付サービスに要する費用の額の算定については、

なお従前の例による。 

 

附 則 

（適用日） 

  この基準は、平成２０年９月１日から適用する。ただし、平成２０年８月３１日まで

の間に提供された登録地域生活支援給付サービスに要する費用の額の算定については、

なお従前の例による。 

 

附 則 

（適用日） 

  この基準は、平成２１年２月１日から適用する。ただし、平成２１年１月３１日まで

の間に提供された登録地域生活支援給付サービスに要する費用の額の算定については、

なお従前の例による。 

 

附 則 

（適用日） 

  この基準は、平成２１年４月１日から適用する。ただし、平成２１年３月３１日まで



 

 

の間に提供された登録地域生活支援給付サービスに要する費用の額の算定については、

なお従前の例による。 

 

附 則 

（適用日） 

  この基準は、平成２２年４月１日から適用する。ただし、平成２２年３月３１日まで

の間に提供された登録地域生活支援給付サービスに要する費用の額の算定については、

なお従前の例による。 

 

   附 則 

（適用日） 

  この基準は、平成２３年４月１日から適用する。ただし、平成２３年３月３１日まで

の間に提供された登録地域生活支援給付サービスに要する費用の額の算定については、

なお従前の例による。 

 

   附 則 

（適用日） 

 この基準は、平成２３年１０月１日から適用する。ただし、平成２３年９月３０日ま

での間に提供された登録地域生活支援給付サービスに要する費用の額の算定については、

なお従前の例による。 

 

   附 則 

（適用日） 

  この基準は、平成２４年４月１日から適用する。ただし、平成２４年３月３１日まで

の間に提供された登録地域生活支援給付サービスに要する費用の額の算定については、

なお従前の例による。 

 

   附 則 

（適用日） 

  この基準は、平成２５年４月１日から適用する。ただし、平成２５年３月３１日まで

の間に提供された登録地域生活支援給付サービスに要する費用の額の算定については、 

なお従前の例による。 

 

 附 則 

（適用日） 

  この基準は、平成２６年４月１日から適用する。ただし、平成２６年３月３１日まで

の間に提供された登録地域生活支援給付サービスに要する費用の額の算定については、



 

 

なお従前の例による。 

 

附 則 

（適用日） 

  この基準は、平成２７年４月１日から適用する。ただし、平成２７年３月３１日まで

の間に提供された登録地域生活支援給付サービスに要する費用の額の算定については、

なお従前の例による。 

 

附 則 

（適用日） 

  この基準は、平成３０年４月１日から適用する。ただし、平成３０年３月３１日まで

の間に提供された登録地域生活支援給付サービスに要する費用の額の算定については、

なお従前の例による。 

 

附 則 

（適用日） 

  この基準は、令和元年１０月１日から適用する。ただし、令和元年９月３０日までの

間に提供された登録地域生活支援給付サービスに要する費用の額の算定については、な

お従前の例による。 

 

附 則 

（適用日） 

  この基準は、令和３年４月１日から適用する。ただし、令和３年３月３１日までの間

に提供された登録地域生活支援給付サービスに要する費用の額の算定については、なお

従前の例による。 

 

附 則 

（適用日） 

  この基準は、令和６年４月１日から適用する。ただし、令和６年３月３１日までの間

に提供された登録地域生活支援給付サービスに要する費用の額の算定については、なお

従前の例による。 

 


